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貸　借　対　照　表
（平成１９年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
未　収　入　金
未収消費税等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
破 産 債 権 等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
役員賞与引当金
設備関係支払債務
そ の 他

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別途積立金
繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

１６，５７９，５１８
２，４５３，６５２
２，６３６，５９１
６，１４６，０８０
１，６７６，７０４
５７２，８１６

１，７１８，９４１
１０９，０１２
５６１，３７１
３０４，８４８
４６０，８４６
１６８，７３５

△２３０，０８３

７，３８４，９３８
６，０８７，１１３
２，４４９，７１７
１０６，５６６

２，１７０，０２８
１６，０４１
４７５，３５５
８１４，３４７
５５，０５６

６０８，０３９
６０２，３４０
５，６９８

６８９，７８５
３４３，４６５
６３，４７０
３２，０００
７２，２０１
１８０，８３９
７０，０１０

△７２，２０１

２３，９６４，４５７

９，４９８，８４２
６，１８９，０４４
１，５００，０００
１８９，８３０
４１５，３５７
３１３，２４４
２０，０００
７１５，６０６
１５５，７６０

１，１４９，１２６
１，０７４，７０９
７４，４１７

１０，６４７，９６９

１３，２３５，８４０
２，５０６，５１２
２，０２８，８８８
２，０２８，８０６

８２
８，７４７，４４３
２０３，６０６

８，５４３，８３７
７２７，６３０

６，６５０，０００
１，１６６，２０６
△４７，００４

８０，６４７
８３，２１１
△２，５６３

１３，３１６，４８８

２３，９６４，４５７
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで） （単位：千円）

金 額

１８，２７３
１５１，６８５

１１，３５４
８３，１３３

９，８４２
７３，５３５

６９４，０００
△５３，２３７

２７，０８９，３４６
２１，２３３，０００
５，８５６，３４６
４，２０４，８４３
１，６５１，５０２

１６９，９５９

９４，４８７
１，７２６，９７３

８３，３７８
１，６４３，５９５

６４０，７６２
１，００２，８３２

科 目

売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損
投資有価証券評価損
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（平成１８年４月１日から　平成１９年３月３１日まで） （単位：千円） 

平成１８年３月３１日残高 
事業年度中の変動額 
新株の発行 

固定資産圧縮積立金の取崩（注） 
別途積立金の積立（注） 
剰余金の配当（注） 
役員賞与（注） 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成１９年３月３１日残高 

２，４２８，０１６ 
 

７８，４９６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７８，４９６ 
２，５０６，５１２ 

１，９５０，３１０ 
 

７８，４９６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７８，４９６ 
２，０２８，８０６ 

７６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 
 
 
６ 
８２ 

１，９５０，３８６ 
 

７８，４９６ 
　 
　 
　 
　 
　 
　 
６ 

　  
７８，５０２ 

２，０２８，８８８ 

科　　目 
資本金 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

資本剰余金 
株主資本 

平成１８年３月３１日残高 
事業年度中の変動額 
新株の発行 

固定資産圧縮積立金の取崩（注） 
別途積立金の積立（注） 
剰余金の配当（注） 
役員賞与（注） 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成１９年３月３１日残高 

２０３，６０６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
─ 

２０３，６０６ 

７５７，０３３ 
 
 

△２９，４０３ 
 
 
 
 
 
 
 
 

△２９，４０３ 
７２７，６３０ 

５，８００，０００ 
 
 
 

８５０，０００ 
 
 
 
 
 
 
 

８５０，０００ 
６，６５０，０００ 

１，２３２，５６８ 
 
 

２９，４０３ 
△８５０，０００ 
△２２５，５９７ 
△２３，０００ 
１，００２，８３２ 

 
 
 
 

△６６，３６２ 
１，１６６，２０６ 

７，９９３，２０８ 
 
　 
　─ 
　─ 

△２２５，５９７ 
△２３，０００ 
１，００２，８３２ 

　 
 

　  
７５４，２３４ 
８，７４７，４４３ 

科　　目 
利益 
準備金 固定資産 

圧縮積立金 
別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

その他利益剰余金 

株主資本 
利益剰余金 
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平成１８年３月３１日残高 
事業年度中の変動額 
新株の発行 

固定資産圧縮積立金の取崩（注） 
別途積立金の積立（注） 
剰余金の配当（注） 
役員賞与（注） 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成１９年３月３１日残高 

△４６，１８８ 
 
 
 
 
 
 
 

△８３２ 
１７ 
 
 

△８１５ 
△４７，００４ 

１２，３９４，５０６ 
 

１５６，９９２ 
─ 
─ 

△２２５，５９７ 
△２３，０００ 
１，００２，８３２ 

△８３２ 
２３ 

１１，５６４  
９２１，９８１ 

１３，３１６，４８８ 

科　　目 
自己株式 

１２，３２５，４２２ 
 

１５６，９９２ 
─ 
─ 

△２２５，５９７ 
△２３，０００ 
１，００２，８３２ 

△８３２ 
２３ 

  
９１０，４１７ 

１３，２３５，８４０ 

株主資本 
合計 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

６９，０８３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１４，１２７  
１４，１２７ 
８３，２１１ 

─ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△２，５６３  
△２，５６３ 
△２，５６３ 

６９，０８３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１１，５６４  
１１，５６４ 
８０，６４７ 

純資産合計 
評価・換算差額等 株主資本 

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
２．固定資産圧縮積立金の取崩のうち１８,２２０千円、別途積立金の積立８５０,０００千円、剰余金の 
　　配当のうち１０１,９８９千円、役員賞与２３,０００千円は、前期の定時株主総会における利益処分 
　　による増減であります。 

（単位：千円） 
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）その他有価証券

時価のあるもの
事業年度末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっております。）
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

（ロ）子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法
（イ）製品・仕掛品

個別法による低価法によっております。
（ロ）材料・貯蔵品

総平均法による原価法によっております。
（３）重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産

定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

（ロ）無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（４）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

（ロ）役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。

（ハ）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異については、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による按分額を翌
事業年度より費用処理することとしております。

（ニ）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を
計上しております。

（５）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算してお
ります。

（６）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
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リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

（７）重要なヘッジ会計の方法
（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引
ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引

（ハ）ヘッジ方針
当社は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクを
ヘッジする目的で、先物為替予約取引を行っております。

（８）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．重要な会計方針の変更
（１）当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１７年

１１月２９日　企業会計基準第４号）を適用しております。これにより、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益は２０,０００千円減少しております。

（２）当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成１７年１２月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１７年１２
月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。これによる損益に
与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
１３,３１９,０５１千円です。当事業年度における計算書類は、会社計算規則により作成
しております。

３．表示方法の変更
当事業年度より、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未収消費
税等」は、重要性が増したため、区分掲記しております。

４．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 ７,５７０,０２８千円
（２）関係会社に対する短期金銭債権 ７１３,０５０千円

関係会社に対する短期金銭債務 ４４５,０６１千円
（３）偶発債務

輸出貨物代金債権譲渡契約に基づく債権譲渡残高 ８１７,７００千円
（４）期末日満期手形

当事業年度末日は、金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとし
て処理しています。
受取手形 ２４２,４０８千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売　　　上　　　高 ６１８,１８９千円
仕　　　入　　　高 ４,２２０,５０９千円
営業取引以外の取引高 ９９,７４７千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 ８２,８２５株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

未払賞与 １３８,５７８ 千円
たな卸資産評価減 ２２６,７５７ 〃
事業税 ２９,９８６ 〃
退職給付引当金 ４３６,３３２ 〃
役員退職慰労引当金 ３０,２１３ 〃
貸倒引当金 １１８,４５９ 〃
投資有価証券評価損 ５９,２０８ 〃
減価償却費 ６３,２０９ 〃
減損損失 １６０,４８６ 〃
その他 ２９,５５３ 〃
繰延税金資産小計 １,２９２,７８６ 千円
評価性引当額 △９６,９２６ 〃
繰延税金資産合計 １,１９５,８５９ 千円

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 ４９７,２９８ 千円
その他有価証券評価差額金 ５６,８７５ 〃
繰延税金負債合計 ５５４,１７３ 千円
繰延税金資産の純額 ６４１,６８６ 千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（２）未経過リース料期末残高相当額
１年内 ２９,３４６ 千円
１年超 ３１,４１５ 〃
合　計 ６０,７６１ 千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ４１,６３７ 千円
減価償却費相当額 ４０,８３０ 〃
支払利息相当額 ６３２ 〃

 
工具器具及び備品 

その他 
合　計 

取得価額相当額 
１３２,２００ 
１９,０００ 
１５１,２００ 

減価償却累計額相当額 
８０,０５０ 
１１,１０２ 
９１,１５２ 

期末残高相当額 
５２,１５０ 
７,８９７ 
６０,０４７ 

（単位：千円） 
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（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっております。

９．関連当事者との取引に関する注記

１０．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 ６４５円８０銭
１株当たり当期純利益 ４８円８３銭

 

属性 

 
 

連結 

子会社 

 

住所 

 
 

兵庫県 

明石市 

役員の 

兼任等 

 

１名 

 

資本金 

 

 

２０,０００ 

 

事業の 

内容 
 

成形機の 

製造 

議決権等 

の所有（被 

所有）割合 

％ 

１００ 

 

 

取引の 

内容 　 

成形機の仕

入れ　※１ 

受取賃借料 

 

会社等 

の名称 
 

東洋工機 

（株） 

（単位：千円） 子会社及び関連会社等 

事業上 

の関係 
 

成形機の 

製造委託 

 

取引金額 

 
 

２,６６０,７７６ 
 

２４,１７１ 

 

期末残高 

 
 

１２２,４４７ 
 

－ 

 

科　目 

 
 

買掛金 
 

－ 

 

属性 

 
 

 

その他 

の関係 

会社の 

子会社 

 

住所 

 
 

 

 

東京都 

港  区 

役員の 

兼任等 

 

 
 

な し 

 

 

資本金 

 

 

 

 

９,９８３,６８３ 

 

事業の 

内容 
 

家庭電器

品・業務

用機器等 

のクレジ

ット・リ

ース販売 

議決権等 

の所有（被 

所有）割合 

％ 

 

 

－ 

 

 

 

取引の 

内容  

当社の取引先
が有する営業
債権のファクタ
リング※２  
当社の有す
る営業債権
のファクタリ
ング※３ 

手形売却損 

 

会社等 

の名称 

 

 
 

日立キャ 

ピ タ ル

（株） 

（単位：千円） 兄弟会社等 

事業上 

の関係 
 

 
 

営業債権 

のファク

タリング 

 

取引金額 

 
 

 

５,３３２,４７９ 

 

 

４,１９１,９２３ 

 

８,５０４ 

 

期末残高 

 
 
 

２,０９１,５２７ 

 

 

－ 

 

－ 

 

科　目 

 
 
 

買掛金 

 

 

受取手形 

 

－ 

関 係 内 容 

関 係 内 容 

（注）取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
※１　購入価格については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
※２　当社と当社の仕入先との間で決定された取引金額により、仕入先が債権譲渡しております。
※３　市場金利を勘案し、合理的に決定しております。


